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船橋市の概要（平成２５年度） 

 市域面積 ８５．６４ｋｍ 

 広がり  東西 １３．８６ｋｍ  南北 １４．９５ｋｍ 

 世帯数  ２６６，４１７世帯 

 人 口  ６１２，５４９人 

 一般会計当初予算 １，７９２億円 

 職員数４，５３６人（うち税務部１６５人） 

 

行政視察の視察項目に至った経過 

 

包括外部監査初年度のテーマ 

   平成２１年４月１日に大津市が中核市に移行したことに伴い、包括 

  外部監査が実施される初年度であり、大津市行政全般にわたる包括的な 

テーマが適切と考え、各部局からその事務の概要のヒヤリングを受け、 

広く市民から徴収される税・使用料等が適切に収納され、その管理事務 

公平公正の観点から運営され、結果として最小の経費で最大の福祉を得 

られているか、という観点から未収金をとらえ、収入未済額の管理事務 

を監査対象として包括外部監査がなされた。 

 
 
 
 



2 
 

包括外部監査後の意見 

（１）全庁的な取り組み 

  大津市の財政を考えた場合、未収金の回収は大きな意味を持つ。 

未収金は、いわば「埋蔵金」であり、全庁あげてその回収に努めれば、 

財政に大いに寄与するものである。 

ややもすると、未収金の回収業務は、日常業務の中において優先順位 

が低くなりがちである。限られた職員数で事務を行なっている事は理 

解できるが、担当者任せになることなく管理職をはじめ全職員が未収 

金に留意することが必要である。そのため、債権管理に関する研修会 

を実施する等、組織を挙げて取り組まれたい。 

（２）収納方法の多様化 

  未収金の発生を未然に防止することが重要であり、市民の生活様式 

の変化に伴い、口座振替制度の拡大やコンビニエンスストアにおける

収納等を検討されたい。 

（３）未収金管理マニュアルの整備 

（４）未収金管理の集約化 

  未収金の管理事務はその所管部署で個々に行なわれているが、今後、 

 中期的な観点で部課を超えた事務の集約化（情報の共有化・事務の一 

元化・連絡会議の設置等）を検討されたい。 
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 包括外部監査の監査結果に伴う大津市の取り組み 

  （１）平成２３年４月    債権回収準備室を設置 

  （２）平成２４年４月１日  債権管理室を設置 

  （３）平成２４年４月１日  大津市債権の管理に関する条例施行 

  （４）平成２４年４月１日  大津市債権管理連絡会議設置 

 

１． 債権管理室の体制 

平成２４年度 職員１１名（うち専任２名、兼務９名） 

平成２５年度 職員１０名（うち専任３名、兼務７名） 

非常勤嘱託職員１名 

       専任 （管理監 次長 主事） 

平成２４年度 納税課長、保険年金課長、出納室長、納税課職員５名、 

保険年金課職員１名、出納室職員１名 

平成２５年度 納税課長、保健年金課長、納税課職員４名、 

保健年金課職員１名 

        

平成２５年度所管事務 

（１）市の債権（市税を除く）の管理に係る指導・助言、企画立案、 

   調査研究に関すること 

（２）市の債権の管理に係る研修に関すること 
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（公債権に係る研修１回・私債権に係る研修２回） 

 （３）大津市債権管理連絡会議に関すること 

 （４）市税及び国民健康保険の徴収事務のうち、主に高額滞納案件に 

    関すること 

 （５）室の一般庶務に関すること 

     

２．債権連絡会議の体制（年２回から３回開催） 

   会長：副市長、副会長：総務部長、税務長、委員：各部局１４名 

  

 ３．大津市年度別滞納繰越額及び不納欠損額 

                         （単位：千円） 

年 度 不納欠損額 滞納繰越額 

２１年度 ６３９，４４０ ６，５３８，９３３ 

２２年度 ７０１，９２８ ５，８１３，２１４ 

２３年度 ７７７，０４８ ５，４４６，９０３ 

 

 初年度包括外部監査後、以上のような取り組みがなされたが、平成２４年

度に「特別会計における事務の執行及び事業の管理について」再度の監査結

果から意見が出される。 
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 １、債権管理に関する横断的総括組織について 

   平成２４年４月に、前１年間の債権回収準備室でん準備期間を経て市 

  の債権管理を支援する目的で債権管理室が設置された。平成２３年度の

準備室段階では、市の債権回収事務の一元化を目的として、その「債権

管理に係る調査、研究及び指導」を行うこととされていた。しかし平成

２４年４月設置の債権管理室は「市の債権の管理に係る支援
・ ・

、企画立案、

調査研究」をおこなうこととなっており、市税、国民健康保険料の高額

滞納案件以外については、各課への支援という消極的な位置づけである。

今後、当管理室がより有効に機能するために、大津市の債権管理・回収

における司令塔として、より積極的に全庁的な収納体制の確立に努めら

れたい。 

    

上記の報告結果から、会派として先進地視察を行い、大津市にとって 

  より有効な組織体制と債権管理の全庁的取り組みを図ることを目的に、

船橋市の税務部債権管理課に伺ったものである。 
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船橋市の資料から（地方自治体の債権管理） 

      ～自治体組織のマネジメントと職員の意識改革～ 

 

背景と経緯 

 １．平成１０年度に収入未済（滞納額）が１００億円を超え、平成１２年 

  度の徴収率は８８．７８％と最悪の状態であった。 

 ２．市税徴収率は、平成１３年度から右肩上がりに良くなり、滞納額繰越 

  額は右肩下がりに縮減してきた。 

   一方で市税以外の公金は、収入未済額、不納欠損額ともに年々増加し、 

  滞納繰越額の縮減が大きな課題となっていた。 

  取組として、一日に何度もそれぞれの公課所管課から臨戸や催促の電話 

  があるなどの市民感情もあった。 

 ３．平成１５年度に中核市に移行する際、行政改革のための財政健全化 

  プランを策定し、１６年度から徴収業務の効率化や環境整備を図った。 

 ４．平成１９年度に、公金を効率的に徴収するための公金徴収一元化検討 

  委員会を発足させ、「公金徴収一元化に関する報告書」を作成し、具体 

  的に取り組んでいくこととした。 

 ５．平成 ２０年４月から税務部納税課内に債権回収対策班を組織し公金 

  徴収一元化をスタートさせ、平成２１年４月から債権回収対策室として 

  組織の強化を図り目覚ましい成果が出る。 
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 ６．平成２３年度から非強制徴収公債権・私債権の一元化徴収で支払督促、 

  訴訟 

 

 公金徴収一元化する際の懸念事項 

 ・滞納者に各公金について説明できるか？ 

 ・市税徴収率が下がらないか？ 

 ・税金が優先して公金にまわらないのではないか？ 

 ・差押えの充当順位は？ 

 ・自主納付の納付順位は？ 

 ・時効は？ 

 ・執行停止は？ 

 ・教示文は？ 

 

 工夫点 

  公課所管課が債権回収対策室に収納業務を移管する際、公課所管課から 

 滞納者に対して「収納業務移管決定通知書」を送付しているが、その後 

 滞納者と折衝した結果、他の公金も滞納していることが判明した場合は、 

 その公金についても移管する際にその公課所管課からも滞納者に「収納業

務移管決定通知書」を送付することとなっていた。 

  このため、「収納業務移管決定通知書」に「なお○○○料以外の公金を 
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 滞納している場合には、原則としてその滞納債権の取扱いも債権回収室に

移管となります」という文言を付け加えることで解消を図った。 

 

 効果及び滞納額が縮減した理由 

  一例として、平成２０年度の実績は、移管された公金滞納者６６０人、 

 公金滞納額２億２９９２万円であったが、これらの滞納者は市税１億８ 

 ０４９万円の滞納があったため、合計４億１０４０万円を取り扱い、処理

率８５．６１％、徴収率は３１．５１％であった。 

  これまでであれば、この金額のほとんどが収入未済から不納欠損になっ

たと思われる。徴収一元化による効果は、人件費の約５～６倍となり、費

用対効果についても相当の成果があったものと考えている。 

 ・徹底的に債権差押え 

 ・延滞金の完全徴収 

 ・臨戸から来庁へ 

 ・滞納整理システムの構築 

 ・非常勤職員の活用 

 ・分割納付の設定方法の見直し 

 ・進行管理 

 ・セーフティーネット 
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 反応及び評価 

  公金徴収一元化の導入にあたり、市の広報紙で周知したことや、公課 

 所管課から債権回収対策室に移管する旨の「予告書」を送付したことで、 

 今まで一切反応のなかった滞納者から納付や問い合わせがあった。 

  移管予定者の約２～３割が一括納付や分納するなどアナウンサー効果

も大きかった。 

 

 今後の課題と 

  公課所管課から移管を受ける際には、すべて紙媒体でデータの移管を 

 受けているため、その都度職員が連絡を取り合っていた。 

  徴収事務を効率化するため、平成２１年度に一元化に向けたシステムの 

 修正を行い、平成２２年度からは新システムが稼働することで効率的な徴

収が見込まれた。 

  今後は、市全体の債権及び債務を一元管理するとともに、それに合わせ

たシステムの改修、組織的な体制づくりが必要であると考えている。 
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 所感 

 大津市の財政を考えた場合、未収金の回収は大きな意味を持つ。 

未収金は、いわば「埋蔵金」であり、全庁あげてその回収に努めれば、 

財政に大いに寄与するものである。これは包括外部監査からの意見で 

ある。 

 大津市は、平成２３年度収入未済額が一般会計及び企業会計を合わ 

せて約５４億４０００万円であり、不納欠損額が７億７千万円であっ 

た。 

平成１６年度では９２億円（売掛金を含む）の収入未済額が上記のよ

うに減少しているが、納税課、各原課の努力により減額していることに

加え、不納欠損額として毎年処理されていることの適正性についてのチ

ェック体制には目が離せない。 

原課では、日々の業務に追われ、収入未済額の徴収まで手が回らな 

いのも現状である。 

また大津市の債権管理室の人員配置は正規職員１０名であるが、専 

任は３名と少なく、船橋市の体制は課長１名、課長補佐１名、徴収班 

７名、債権班４名、税務システムプロジェクト１名、の合計１４名に 

加え、非常勤職員６名の合計２０名体制となっている。 

このような人員配置から見ると、上記でも指摘のあった、包括外部監査  
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からの以下の指摘は妥当だと考える。「平成２４年４月設置の債権管理室

は「市の債権の管理に係る支援、企画立案、調査研究」をおこなうことと

なっており、市税、国民健康保険料の高額滞納案件以外については、各課

への支援という消極的な位置づけである。今後、当管理室がより有効に機

能するために、大津市の債権管理・回収おける司令塔として、より積極的

に全庁的な収納体制の確立に努められたい」とある。 

  本市では、健全財政を堅持するため、平成２２年度から平成２８年度ま 

 での７年間を計画期間とする「大津市中期財政計画」が策定されている。 

  平成２５年度から平成２８年度の歳入・歳出の推計をされた収支試算で

は、４年間で約９８億円の収支不足が見込まれる厳しい財政状況が予測さ

れている。 

  財政運営の健全性確保のための方策の視点として、未収金の収納率の向

上を挙げ、大津市債権管理マニュアルに基づき、集中改革プランでの財政

効果額として４年間で７億２０００万円を目標に取り組んでおられるが、

現在の組織体制、人員配置、職務内容では、今回視察を行った成果を上げ

ておられる船橋市の取り組み状況とでは格段の差があり、今後に向けての

検討が必要であると実感した。 

  大津市民の生活向上及び大津市総合計画第３期実行計画の実現のため

にも、さらなる未収金の収納対策の組織強化に向け取り組み、歳入確保に
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努められる事を期待する。 


